[bookmark: _GoBack]（様式第１）  
                                                              年    月    日

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構
理事長 　　　　　　　殿

申請者
住　　所　　　　　　　　　　名　　称　　　　　　　　　　
代表者等の役職名・代表者等名　　　　　　　

令和　　年度地熱発電の資源量調査事業費助成金交付申請書

　独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構地熱発電の資源量調査事業費助成金交付事業実施細則（２０１２年（地熱）業務細則第２９号。以下「実施細則」という。）第６条第１項の規定に基づき、上記助成金の交付について下記のとおり申請します。
なお、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び実施細則の定めるところに従うことを承知の上、申請します。

記

１．助成事業の名称


２．助成事業の目的及び内容


３．助成事業の開始及び完了予定日


４．助成事業に要する経費					円


５．助成対象経費						円


６．助成金交付申請額						円


７．助成事業に要する経費、助成対象経費及び助成金の配分額


８．同上の金額の算出基礎


（注１）申請書には、次の事項を記載した書面を添付すること
①　別紙第１による申請者等及び事業の概要
②　別紙第２による年度事業計画書
③　別紙第３による申請者の役員等名簿
④　発電に至るまでの長期事業計画書（様式自由）
⑤　位置図（※調査実施地域が詳細に把握できるものであって、当該区域の形状を示す多角形の頂点となる地点の位置は、緯度及び経度による座標値で表示すること。）及び付近見取図
⑥　坑井掘削計画図（※坑井の掘削を伴う場合に限る）
⑦　利害関係者の理解が得られていることを確認できる書類
⑧　温泉法（昭和２３年法律第１２５号）による土地掘削許可を要するときは許可書の写し（許可申請をしている場合は、その申請書の写し）
⑨　自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）による許可又は届出を要するときは、その許可書の写し（許可申請をしている場合は、その申請書の写し）又は届出書の写し
⑩　その他助成事業の実施に必要な許認可事項に係る許認可書の写し（許認可申請をしている場合は、その申請書の写し）
⑪　助成金算定の根拠となる積算資料
⑫　申請者である本邦法人の概要（パンフレット等）
⑬　財務諸表類（申請年の直前１年間の事業年度分に係る貸借対照表、損益計算書、利益処分（損失処理）計算書又は株主資本等変動計算書）（※写し可）
⑭　未納税のないことを証明する納税証明書（消費税及び地方消費税・法人税・所得税等）（※発効日から３か月以内の日付のもの、写し可）
⑮　登記簿謄本又は履歴事項全部証明書及び定款（※発行日から３か月以内の日付のもの、写し可）
⑯　国又は政府関係機関等から補助金交付等の停止若しくは契約に係る指名停止の処分の状況を示す申告書
⑰　その他機構が必要と認める書類
※　許認可事項に係る書類については、機構が認めた場合に限り、事後による提出でも差し支えないものとする。
※　代表者が助成金の交付の申請を行うときは、⑫から⑯に掲げる書類について、当該助成事業を共同して行う代表者以外の各本邦法人に係るものを添えるとともに、当該各本邦法人から提出された代表者であることを証する書面を添えなければならない。
（注２）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して申請する場合は、次の算式を明記すること。
助成金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝助成金額

（別紙第１）
申請者等及び事業の概要

１．申請者の概要
	名称
	

	住所
	

	代表者名
	

	法人番号
	
	設立年月日
	

	従業員数
	
	資本金
	

	法人が営む主な事業
	

	担当者連絡先
	（所属）
（氏名）
（電話）
（メールアドレス）



＜申請者（代表者）以外の者の概要（２以上の本邦法人により共同で行うとき）＞
	名称
	

	住所
	

	代表者名
	

	法人番号
	
	設立年月日
	

	従業員数
	
	資本金
	

	法人が営む主な事業
	

	担当者連絡先
	（所属）
（氏名）
（電話）
（メールアドレス）




２．助成事業の名称

３．助成事業の実施地域・位置

４．助成事業の実施経緯

５．既知データ等に基づく助成事業実施地域における地質環境等
　　※必要に応じ根拠となる資料を添付してください
（１）調査地域における地質構造等

（２）地熱概念モデル予測及び期待地熱資源規模予測（１千ｋＷ以上の規模の開発計画を有するものであることの説明を含む。）

（３）調査地域における過去の調査成果及び調査手法
６．資金調達計画
（１）当該年度の計画

（２）発電事業に必要な資金調達計画

７．調査事業の概要
（１）調査事業期間（助成事業を含む調査事業期間）

（２）調査事業費等総額（助成事業を含む調査事業費）

（３）調査事業の実施形態・実施方法
※後掲の別紙第２（２）と整合をとりつつ、実施方法等を具体的に記載してください。

（４）調査事業の計画概要（助成事業を含む調査事業計画）
	
	例
令和元年度
　(2019)
	
　 年度
( 　)
	
　 年度
( 　)
	
年度
(　 )
	
　 年度
( 　)
	
　 年度
( 　)

	区　　分
	
	
	
	
	
	

	内　　容
	
	
	
	
	
	

	調査方法
	
	
	
	
	
	

	総事業費(累計)
	
	
	
	
	
	


※区分、内容欄は実施細則の別表１又は別表２中の助成対象経費の区分、内容を記載してください。

（５）事業の効果

８．事業環境
	調整要因・法規制等
	調整・許認可取得の要否
及びその理由
	調整・許認可取得状況

	利害関係者
	地方自治体
	
	

	
	温泉事業者
	
	

	
	地元住民
	
	

	
	調査地域近傍の操業中又は開発中の地熱発電事業者
	
	

	
	その他（具体名）
	
	

	自然公園法
	
	

	温泉法
	
	

	森林法
	
	

	国有林野法
	
	

	その他（農地法、河川法、砂防法、消防法、建築基準法等）
	
	

	環境関係法規制等
	
	

	土地の所有・借用等
	
	

	インフラ整備関係
	
	

	工事用水確保（取水方法、水利権の設定の有無等）
	
	

	その他
	
	


※利害関係者の調整・許認可取得状況については、説明会の開催等の調整状況を記載して、議事等の書面を添付すること。
※自然公園法、森林法等の法令に係る調整・許認可取得状況については、当該法令を所管する官署との調整状況等を記載した議事録等の書面を添付すること。

９．類似事業の実績

１０．助成事業の実施体制・管理体制

実施体制図

※助成金の交付申請時においては、委託する内容を中心に記載し、未定の箇所は空欄とする。
※助成事業を開始し、一般の競争等による契約を締結した後、速やかに、確定した情報を追記し、機構に提出すること。

実施体制（税込み１００万円以上の契約。請負その他委託の形式を問わない。）
	事業者名
【法人番号】
	申請者との関係
	住所
	契約金額(税込み)
	業務の範囲

	事業者Ａ
【0000000000000】
	委託先
	東京都○○区・・・・
	※算用数字を使用し、円単位で表記
	※できる限り詳細に記入のこと

	事業者Ｂ
【0000000000000】
	外注先
	上記記載例参照
	上記記載例参照
	上記記載例参照

	事業者Ｃ
【0000000000000】
	再委託先（事業者Ａの委託先）
	上記記載例参照
	上記記載例参照
	上記記載例参照

	事業者Ｄ
【0000000000000】
	再委託先（事業者Ａの委託先）
	上記記載例参照
	上記記載例参照
	上記記載例参照

	事業者Ｅ
【0000000000000】
	再々委託先（事業者Ｃの委託先）
	上記記載例参照
	上記記載例参照
	上記記載例参照



申請者
事業者Ａ
事業者Ｂ
事業者Ｃ
事業者Ｄ
事業者Ｅ
委託先
（再委託先）
（再々委託先）


【実施体制図に記載すべき事項】
・助成事業の一部を第三者に委託する場合については、契約先の事業者（税込み１００万円以上の取引に限る）の事業者名、法人番号、助成事業との契約関係、住所、契約金額及び業務の範囲。
・第三者の委託先からさらに委託している場合（再委託などを行っている場合で、税込み１００万円以上の取引に限る）も上記同様に記載のこと。

※　申請事業を適確に実施するのに足りる組織･体制、当該事業に従事する主たる職員（組織・体制上一定の責任を負う職員をいう。当該責任を負う職員は全て主たる職員とする。）の実務経験・経歴を添付すること。
※　申請事業の一部を外部の事業者に実施させる場合は、見積もりを要請する事業者を管理・監督する体制及び管理・監督する主たる職員の実務経験・経歴を添付すること。







（別紙第２）

　　　　　　年度事業計画書
（１）総括表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	助成事業名
	着手予定
年 月 日
	完了予定
年 月 日
	助成事業に
要する経費
	助成対象経費
	申請者の負担経費
	助成金申請額
（助成対象経費×助成率＝助成金申請額）
	摘要

	
	
	
	
	
	
	
	




（２）実施方法等（区分・内容・作業内容・作業方法ごとに記載）
	区分
	内容
	作業内容
（費目）
	作業方法
	目　　的
	備考（実施方法等）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	






（3）事業費内訳
	区分
	内容
	費目
	助成事業に要する経費
	※助成対象経費
	※申請者負担経費
	※助成金申請額(円)
（助成対象経費×助成率＝助成金申請額)

	
	
	
	単位
	数量
	金額（円）
	金額(円)
	金額(円)
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	総計
	
	
	
	
	
	


（備考）１．「総括表」の摘要欄には、直轄又は請負・委託の別、その他参考になる事項を記載ください。
　　　　２．「実施方法等」の作業内容、作業方法、目的及び備考（実施方法等）の欄は、できるだけ具体的に記載してください。
　　　　３．「実施方法等」及び「事業費内訳」について、
　　　　（１）区分欄には、実施細則の別表１又は別表２中の助成対象経費の区分を記載してください。
　　　　（２）内容欄には、実施細則の別表１又は別表２中の内容を記載してください。
　　　　（３）費目欄には、調査事業に係る費目ごとに、できるだけ細分化し記載してください。（○○作成費、○○解析費、人件費、旅費等）
　　　　（４）内容欄ごとに金額の合計欄（小計及び総計）を作成してください。
４．上表に掲げる金額の積算資料（見積書、内規等）を必ず添付してください。
５．位置、調査範囲を示す図面及び地質図を添付してください。


（別紙第３）

役員等名簿（記載例） 
	氏名カナ
	氏名漢字
	生年月日
	性別
	会社名
	役職名

	
	
	和暦
	年
	月
	日
	
	
	

	ｸﾝﾚﾝ ｼﾞｯｼ
	訓練　実施
	S
	30
	03
	04
	M
	株式会社訓練
	代表取締役社長

	ﾄｳﾎｸ ｲﾁﾛｳ
	東北　一郎
	S
	40
	01
	01
	M
	株式会社訓練
	常務取締役

	ｶﾝｻｲ　ﾊﾅｺ
	関西　花子
	S
	45
	12
	24
	F
	株式会社訓練
	取締役営業本部長

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	



（注）役員等名簿については、氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で１マス空け）、氏名漢字（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）、生年月日（半角で大正はT、昭和はS、平成はH、数字は２桁半角）、性別（半角で男性はM、女性はF）、会社名及び役職名を記載すること（上記記載例参照）。
　また、外国人については、氏名漢字欄にはアルファベットを、氏名カナ欄には当該アルファベットのカナ読みを記載すること。



（様式第２）
 番          号
                                                             年    月    日

　法人等にあっては名称
  及び代表者の氏名  　宛て　
   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構
	　　理事長　　　　　　　


令和　　年度地熱発電の資源量調査事業費助成金交付決定通知書

　令和　　年　　月　　日付第　号をもって申請のありました令和　　年度地熱発電の資源量調査事業費助成金については、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構地熱発電の資源量調査事業費助成金交付事業実施細則（２０１２年（地熱）業務細則第２９号。以下「実施細則」という。）第１０条第１項の規定に基づき下記のとおり交付することに決定しましたので、同項の規定に基づき通知します。

記

１．交付決定番号：

２．助成金の交付の対象となる事業の内容は、令和　　年　　月　　日付第　号で申請のありました令和　　年度地熱発電の資源量調査事業費助成金交付申請書記載のとおりとします。

３．助成事業に要する経費、助成対象経費及び助成金の額は、次のとおりとします。
　　助成事業名
    助成事業に要する経費	金                 円
    助成対象経費	金         　      円
    助成金の額	金                 円
    ただし、助成事業の内容が変更された場合における助成事業に要する経費、助成対象経費及び助成金の額については、別に通知するところによるものとします。

４．助成対象経費の配分及びこの配分された経費に対応する助成金の額は、別紙のとおりとします。なお、助成率が異なる場合の配分額の流用は認めないものとします。

５．助成金の額の確定は、助成対象経費の区分の内容ごとに配分された経費の実支出額に助成率を乗じて得た額と配分された経費ごとに対応する助成金の額とのいずれか低い額の合計額とします。

６．助成事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び実施細則の定めるところに従わなければなりません。
なお、これらの規定に違反する行為がなされた場合、次の措置が講じられ得ることに留意してください。
（１）実施細則に基づく交付決定の取消し、助成金等の返還又は加算金の納付
（２）相当の期間助成金等の全部又は一部の交付決定を行わないこと。
（３）機構の所管する契約について、一定期間指名等の対象外とすること。
（４）助成事業者等の名称及び不正の内容の公表

７．助成金に係る消費税及び地方消費税相当額については、実施細則の定めるところにより、消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかになった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額を減額することとなります。

８．助成事業者は、助成事業に従事した時間等を明らかにするため、以下の帳簿等を日々作成しなければなりません。
（１）助成事業に従事した者の出勤状況を証明するに足る帳簿等
（２）前号の者ごとにおいて実際に助成事業に従事した時間を証明するに足る帳簿等

９．助成事業者は、経済産業省「補助事業事務処理マニュアル」を遵守してください。

１０．実施細則第１１条に規定する事項を条件としますので、これらを遵守してください。


   責任者：○○部○○課長　○○　 
電話：03-0000-0000（内線0000）


（別紙）

助成事業の内容及び配分額

交付決定番号：
助成事業名：

助成事業者名：


	助成事業の区分
	助成事業の内容
	助成率
	助成事業に
要する経費
（単位：円）
	助成対象経費
（単位：円）
	助成金の額
（単位：円）
	摘要

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	




（様式第３）

年　　月　　日

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構
　　理事長　　　　　　　　殿

助成事業者
住　　所　　　　　　　　　　
名　　称　　　　　　　　　　
代表者等の役職名・代表者等名　　

令和　　年度地熱発電の資源量調査事業費助成金交付申請取下げ届出書

　令和　　年　　月　　日付　　第　　　号をもって交付決定の送付を受けた令和　　年度地熱発電の資源量調査事業費助成金について、交付の申請を取り下げることとしたので、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構地熱発電の資源量調査事業費助成金交付事業実施細則（２０１２年（地熱）業務細則第２９号）第１２条の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。


記


　１．交付決定番号

　２．助成事業名

　３．取下げの理由


　（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判とすること。



（様式第４）
                                                                年    月    日

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構
  　理事長　　　　　　　　　　殿

助成事業者
住　　所　　　　　　　　　　
名　　称　　　　　　　　　　
代表者等の役職名・代表者等名　　

令和　　年度地熱発電の資源量調査事業費助成金計画変更（等）承認申請書

　独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構地熱発電の資源量調査事業費助成金交付事業実施細則（２０１２年（地熱）業務細則第２９号）第１４条第１項の規定に基づき、計画変更（等）について下記のとおり申請します。


記

１．交付決定番号

２．助成事業名

３．変更の内容

４．変更を必要とする理由

５．変更が助成事業に及ぼす影響

６．変更後の助成事業に要する経費、助成対象経費及び助成金の配分額
    （新旧対比）

７．同上の算出基礎

（注）中止又は廃止にあっては、中止又は廃止後の措置を含めてこの様式に準じて申請すること。

（様式第５）
                                                                 年    月    日

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構
理事長  　　　　　　殿

助成事業者
住　　所　　　　　　　　　　
名　　称　　　　　　　　　　
代表者等の役職名・代表者等名　　

令和　　年度地熱発電の資源量調査事業費助成金事故報告書

　独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構地熱発電の資源量調査事業費助成金交付事業実施細則（２０１２年（地熱）業務細則第２９号）第１７条の規定に基づき、助成事業の事故について下記のとおり報告します。


記

１．交付決定番号

２．助成事業名

３．事故の原因及び内容

４．事故に係る金額                                  　円

５．事故に対して採った措置

６．助成事業の遂行及び完了の予定


（様式第６）
                                                                 年    月    日

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構
理事長　　　　　　　　　　　殿

助成事業者
住　　所　　　　　　　　　　
名　　称　　　　　　　　　　
代表者等の役職名・代表者等名　　

令和　年度地熱発電の資源量調査事業費助成金状況報告書

　独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構地熱発電の資源量調査事業費助成金交付事業実施細則（２０１２年（地熱）業務細則第２９号）第１８条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。


記

１．交付決定番号

２．助成事業名

３．助成事業の遂行状況

４．助成対象経費の区分別収支概要



（様式第７）
                                                                 年    月    日

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構
理事長　　　　　　　　　　　　殿

 助成事業者
住　　所　　　　　　　　　　
名　　称　　　　　　　　　　
代表者等の役職名・代表者等名　　

令和　　年度地熱発電の資源量調査事業費助成金実績報告書

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構地熱発電の資源量調査事業費助成金交付事業実施細則（２０１２年（地熱）業務細則第２９号）第１９条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１．実施した助成事業
（１）交付決定番号
（２）助成事業名
（３）助成事業の内容
（４）重点的に実施した事項
（５）助成事業の効果

２．助成事業の収支決算
（１）収    入
 （単位：円）
	
	項        目
	金                          額

	
	自己資金
	

	
	助成金充当額
	

	
	合　      計
	



（２）支    出
（イ）総括表       　　                                          （単位：円）
	
	

区　分
	助成事業に
要した経費
	助成対象経費
	助成金充当額

	
	
	 計画額
	 実績額
	 計画額
	流用額
	流用後
額
	 実績額
	交  付
決定額
	流用後
交　付
決定額
	助成額

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	



（ロ）経費の内訳　（各経費の配分ごとの実績の内訳を記載）

（注１）当該年度に財産を取得しているときは、実施細則第２４条第３項の規定に基づき、様式第１２による取得財産等管理明細表を添付することとする。

（注２）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して報告する場合は、次の算式を明記すること。
助成金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝助成金額

　（注３）委託・外注をした場合は、最終的な実施体制図を添付すること。


（様式第８）
番　　　　　号
　　年　　月　　日

　経済産業大臣　　　　殿


　　　　　　　　　　　　　　　　　　独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構
	　　理事長　　　　　　　


令和　　年度地熱発電の資源量調査事業費助成金に係る助成金返還報告書


独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構地熱発電の資源量調査事業費助成金交付事業実施細則（２０１２年（地熱）業務細則第２９号）第２０条第４項、第２２条第３項又は第２３条第５項の規定に基づき、下記のとおり報告します。


記


１　国庫納付金額（単位：円）


２　徴収した返還額の内容
（１）返還者名

（２）返還金の対象助成事業名

（３）返還金徴収額（単位：円）

（４）返還理由



（様式第９）
                                                                 年    月    日

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構
理事長　　　　　　　　　　殿

助成事業者
住　　所　　　　　　　　　　
名　　称　　　　　　　　　　
代表者等の役職名・代表者等名　　

令和　　年度地熱発電の資源量調査事業費助成金精算（概算）払請求書

　独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構地熱発電の資源量調査事業費助成金交付事業実施細則（２０１２年（地熱）業務細則第２９号）第２１条第２項の規定に基づき、下記のとおり請求します。


記

1． 交付決定番号

２．助成事業名

３．精算（概算）払請求金額（算用数字を使用すること。）　　　　　　　　　　円

４．請求金額の算出内訳（概算払の請求をするときに限る。）

５．概算払を必要とする理由（概算払の請求をするときに限る。）

６．振込先金融機関名、支店名、預金の種別、口座番号及び預金の名義を記載すること。

（注１）概算払の請求をするときには、別紙「概算払請求内訳書」を添付すること。
（注２）精算払請求又は概算払請求となるよう、不要な部分（精算又は（概算））を削除すること。精算払の請求をするときは、４．及び５．を削除し、６．を４．へ繰り上げること。

（別紙）


概算払請求内訳書

（単位：円）
	助成対象経費の
区分
	助成対象経費の額
	助成率
	助成金の額

	
	配分額
	実績額
	支　出
見込額
	
	配分額
	前回までの受領額
	今　回
請求額

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	






（様式第１０）

                                                                 年    月    日

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構
理事長　　　　　　　　　　殿

助成事業者
住　　所　　　　　　　　　　
名　　称　　　　　　　　　　
代表者等の役職名・代表者等名　　

令和　年度地熱発電の資源量調査事業費助成金に係る消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書

　独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構地熱発電の資源量調査事業費助成金交付事業実施細則（２０１２年（地熱）業務細則第２９号）第２２条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。


記


１．交付決定番号

２．助成事業名

３．助成金額（実施細則第１８条第１項による額の確定額）			円

４．助成金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
　									円

５．消費税額及び地方消費税額の確定に伴う助成金に係る消費税及び地方
消費税に係る仕入控除税額
　									円

６．助成金返還相当額（５．－４．）					円

  （注）別紙として積算の内訳を添付すること。


（様式第１１）

取得財産等管理台帳
	 区分
	 財産名
	 規格
	 数量
	 単価
	 金額
	 取得年月日
	 処分制限期間
	 保管場所
	 助成率
	 備考

	
	
	
	
	   円
	   円
	
	
	
	
	


（注）１．対象となる取得財産等は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）第１３条第１号から第３号に定める財産、取得価格又は効用の増加価格が独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構地熱発電の資源量調査事業費助成金交付事業実施細則第２３条第１項に定める処分制限額以上の財産とする。
２．財産名の区分は、（ア）事務用備品、（イ）事業用備品、（ウ）書籍、資料、図面類、（エ）無体財産権（産業財産権等）、（オ）その他の物件（不動産及びその従物）とする。
３．数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
４．取得年月日は、検収年月日を記載すること。
５．処分制限期間は、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構地熱発電の資源量調査事業費助成金交付事業実施細則第２３条第２項に定める期間を記載すること。

（様式第１２）

取得財産等管理明細表（令和  年度）

	 区分
	 財産名
	 規格
	 数量
	 単価
	 金額
	 取得年月日
	 処分制限期間
	 保管場所
	 助成率
	 備考

	
	
	
	
	   円
	   円
	
	
	
	
	



（注）１．対象となる取得財産等は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）第１３条第１号から第３号に定める財産、取得価格又は効用の増加価格が独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構地熱発電の資源量調査事業費助成金交付事業実施細則第２３条第１項に定める処分制限額以上の財産とする。
２．財産名の区分は、（ア）事務用備品、（イ）事業用備品、（ウ）書籍、資料、図面類、（エ）無体財産権（産業財産権等）、（オ）その他の物件（不動産及びその従物）とする。
３．数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
４．取得年月日は、検収年月日を記載すること。
５．処分制限期間は、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構地熱発電の資源量調査事業費助成金交付事業実施細則第２３条第２項に定める期間を記載すること。

（様式第１３）

                                                             　  年    月    日

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構
理事長　　　　　　　　　　殿

助成事業者
住　　所　　　　　　　　　　
名　　称　　　　　　　　　　
代表者等の役職名・代表者等名　　


令和　年度地熱発電の資源量調査事業費助成金財産処分承認申請書


独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構地熱発電の資源量調査事業費助成金交付事業実施細則（２０１２年（地熱）業務細則第２９号）第２５条第３項の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１．交付決定番号

２．助成事業名

３．処分の内容
（１）処分する財産名等（別紙）　※取得財産管理台帳の該当財産部分抜粋等

（２）処分の内容（有償・無償の別も記載のこと。）及び処分予定日
処分の相手方（住所、氏名又は名称、使用の目的等）

４．処分理由


（別紙）


処分する財産名等

	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得年月日
	処分制限期間
	保管場所
	助成率
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



（注）１．処分の方法として売却、譲渡、交換、貸与、担保提供等の別を記載する。自己使用の場合は、用途を記載すること。
　　　２．取得財産が共有の場合は、備考に共有相手及び共有比率を記載すること。
